
議案第 21号 

令和８年度鴨川市一般会計予算 

 

 令和８年度鴨川市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 18,206,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」に

よる。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、500,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

 (１) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の

流用 

 

  令和８年２月 20 日提出 

                                                鴨川市長 佐々木 久之 
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第１表　歳入歳出予算

　１　歳　入 （単位   千円）

1 市税 4,555,301

1 市民税 1,876,100

2 固定資産税 2,248,059

3 軽自動車税 122,141

4 市たばこ税 234,000

5 特別土地保有税 1

6 入湯税 75,000

2 地方譲与税 168,419

1 地方揮発油譲与税 30,281

2 自動車重量譲与税 113,346

4 森林環境譲与税 24,792

3 利子割交付金 17,036

1 利子割交付金 17,036

4 配当割交付金 42,190

1 配当割交付金 42,190

5 株式等譲渡所得割交付金 39,562

1 株式等譲渡所得割交付金 39,562

6 法人事業税交付金 107,769

款 項 金　　　　　　　　　額

議
2
1
-
2



1 法人事業税交付金 107,769

7 地方消費税交付金 1,007,630

1 地方消費税交付金 1,007,630

8 ゴルフ場利用税交付金 12,936

1 ゴルフ場利用税交付金 12,936

9 環境性能割交付金 1

1 環境性能割交付金 1

10 地方特例交付金 54,786

1 地方特例交付金 14,246

6 地方揮発油譲与税減収補填特例交付金 5,506

7 自動車税減収補填特例交付金 29,984

8 軽自動車税減収補填特例交付金 5,050

11 地方交付税 4,675,604

1 地方交付税 4,675,604

12 交通安全対策特別交付金 3,088

1 交通安全対策特別交付金 3,088

13 分担金及び負担金 27,131

1 分担金 6,300

2 負担金 20,831

14 使用料及び手数料 678,983
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（単位   千円）

1 使用料 409,040

2 手数料 215,923

3 証紙収入 54,020

15 国庫支出金 2,515,902

1 国庫負担金 1,407,871

2 国庫補助金 1,097,242

3 委託金 10,789

16 県支出金 1,143,598

1 県負担金 631,547

2 県補助金 418,160

3 委託金 93,891

17 財産収入 15,969

1 財産運用収入 9,924

2 財産売払収入 6,045

18 寄附金 800,000

1 寄附金 800,000

19 繰入金 1,168,969

2 基金繰入金 1,168,969

20 繰越金 300,000

1 繰越金 300,000

款 項 金　　　　　　　　　額
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21 諸収入 257,242

1 延滞金，加算金及び過料 4,000

2 市預金利子 2,386

3 貸付金元利収入 78,544

4 雑入 142,393

5 受託事業収入 29,919

22 市債 613,884

1 市債 613,884

18,206,000 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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　２　歳　出 （単位   千円）

1 議会費 175,834

1 議会費 175,834

2 総務費 3,480,387

1 総務管理費 3,026,579

2 徴税費 205,787

3 戸籍住民基本台帳費 141,465

4 選挙費 70,221

5 統計調査費 16,710

6 監査委員費 19,625

3 民生費 6,324,100

1 社会福祉費 3,288,609

2 児童福祉費 2,426,664

3 生活保護費 594,621

4 国民年金事務取扱費 13,093

5 災害救助費 1,113

4 衛生費 1,943,227

1 保健衛生費 356,079

2 清掃費 1,377,175

3 上水道費 66,502

款 項 金　　　　　　　　　額

議
2
1
-
6



4 病院費 143,471

5 労働費 2,511

1 労働諸費 2,511

6 農林水産業費 557,361

1 農業費 425,431

2 林業費 76,791

3 水産業費 55,139

7 商工費 310,468

1 商工費 310,468

8 土木費 553,459

1 土木管理費 153,580

2 道路橋梁費 312,440

3 河川費 16,526

4 都市計画費 54,380

5 住宅費 16,533

9 消防費 953,871

1 消防費 953,871

10 教育費 1,770,724

1 教育総務費 217,430

2 小学校費 308,717

議
2
1
-
7



（単位   千円）

3 中学校費 205,647

5 社会教育費 228,823

6 保健体育費 810,107

11 災害復旧費 8,000

1 農林水産施設災害復旧費 8,000

12 公債費 2,116,058

1 公債費 2,116,058

14 予備費 10,000

1 予備費 10,000

18,206,000 歳　　　　出　　　　合　　　　計

款 項 金　　　　　　　　　額
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戸籍総合システム使用料
自　令和８年度

39,973

17,243

至　令和９年度

窓口業務デジタル化推進事業
自　令和８年度

4,287

至　令和13年度

自　令和８年度
594

至　令和９年度

限　度　額

至　令和13年度

至　令和10年度

衛生センター整備運営事業者選定支援業務委託
料

自　令和８年度
19,857

証明書等コンビニ交付システム使用料
自　令和８年度

コンビニ交付連携サーバ保守委託料

し尿収集運搬業務委託料
自　令和８年度

74,360
至　令和12年度

第２表　債務負担行為

（単位　千円）

事　　　　　　　　項 期　　　間
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起債の方法

過疎地域持続的発展特別事業 35,000

財務会計システム改修事業 5,200

ほ場整備事業 17,500

基幹水利施設整備事業 10,100

水利施設等保全高度化事業 5,600

林道整備事業 2,200

漁港整備事業 8,200

市道整備事業 36,700

道路適正管理推進事業 11,000

道路メンテナンス事業 17,300

急傾斜地崩壊対策事業 4,900

防災行政無線施設整備事業 8,200

旧吉尾小学校屋内運動場除却事業 8,000

小学校ＩＣＴ環境整備事業 54,600

中学校施設改修事業 2,600

中学校ＩＣＴ環境整備事業 29,700

青少年研修センター除却事業 4,600

陸上競技場改修事業 83,500

借換債 268,984

613,884計

第３表　地方債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 利　　率 償　還　の　方　法

普通貸借
又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

　
　政府資金及び地方公共団
体金融機構資金については
その融通条件により、銀行
その他の場合にはその債権
者と協定するものによる。
　ただし、市財政の都合に
より、据置期間及び償還期
限の短縮、繰上償還並びに
低利債への借換えをするこ
とができる。
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